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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成23年６月29日に提出いたしました第13期（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）有価証券

報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正

報告書を提出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

第一部　企業情報

　　第５　経理の状況

　　　１　連結財務諸表等

　　　(1)　連結財務諸表

　　　　　連結財務諸表作成の基本となる重要な事項　

　

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

　
第一部　企業情報

　　第５　経理の状況

　　　１　連結財務諸表等

　　　(1)　連結財務諸表

　　　　　連結財務諸表作成の基本となる重要な事項　

（訂正前）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　 　
　 　
　 　

２. 持分法の適用に関する事項

(イ)持分法適用の非連結子会社数 16社

　　　主要な会社は、タイヘイヨウシンガポール㈱、モア

ヘッド㈱であります。

２. 持分法の適用に関する事項

(イ)持分法適用の非連結子会社数 12社

　　　主要な会社は、タイヘイヨウシンガポール㈱、モア

ヘッド㈱であります。

(ロ)持分法適用の関連会社数 48社

　　　主要な会社は、雙龍洋灰工業㈱、日本ヒューム㈱、㈱

エーアンドエーマテリアル、㈱デイ・シイ、㈱富士

ピー・エス、屋久島電工㈱、旭コンクリート工業㈱、

㈱トーヨーアサノ、㈱クワザワであります。

　　　なお、持分法適用会社の異動は次のとおりでありま

す。

　帯広アサノコンクリート㈱は株式取得により、コム

リス㈱は当社の影響力が増加したことにより持分法

適用の関連会社より持分法適用の子会社としまし

た。㈱マグは株式売却により持分法適用の関連会社

から除外しました。

(ロ)持分法適用の関連会社数 40社

　　　主要な会社は、雙龍洋灰工業㈱、㈱エーアンドエーマ

テリアル、㈱デイ・シイ、㈱富士ピー・エス、屋久島

電工㈱、旭コンクリート工業㈱、東海運㈱でありま

す。

　なお、持分法適用会社の異動は次のとおりでありま

す。

　札幌小野田レミコン㈱他２社は清算結了により、気

仙沼小野田レミコン㈱は株式売却により、持分法適

用の子会社から除外しました。東海運㈱は連結子会

社から持分法適用関連会社となっております。白竜

石灰化工㈱他５社は清算結了により、㈱クワザワは

当社の影響力が低下したことにより、持分法適用の

関連会社から除外しました。

(ハ)　（省略） 　 (ハ)　（省略） 　
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（訂正後）

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

　 　
　 　
　 　

２. 持分法の適用に関する事項

(イ)持分法適用の非連結子会社数 16社

　　　主要な会社は、タイヘイヨウシンガポール㈱、モア

ヘッド㈱であります。

２. 持分法の適用に関する事項

(イ)持分法適用の非連結子会社数 12社

　　　主要な会社は、タイヘイヨウシンガポール㈱、モア

ヘッド㈱であります。

(ロ)持分法適用の関連会社数 48社

　　　主要な会社は、雙龍洋灰工業㈱、日本ヒューム㈱、㈱

エーアンドエーマテリアル、㈱デイ・シイ、㈱富士

ピー・エス、屋久島電工㈱、旭コンクリート工業㈱、

㈱トーヨーアサノ、㈱クワザワであります。

　　　なお、持分法適用会社の異動は次のとおりでありま

す。

　帯広アサノコンクリート㈱は株式取得により、コム

リス㈱は当社の影響力が増加したことにより持分法

適用の関連会社より持分法適用の子会社としまし

た。㈱マグは株式売却により持分法適用の関連会社

から除外しました。

(ロ)持分法適用の関連会社数 40社

　　　主要な会社は、雙龍洋灰工業㈱、㈱エーアンドエーマ

テリアル、㈱デイ・シイ、㈱富士ピー・エス、屋久島

電工㈱、旭コンクリート工業㈱、東海運㈱でありま

す。

　なお、持分法適用会社の異動は次のとおりでありま

す。

　札幌小野田レミコン㈱他２社は清算結了により、気

仙沼小野田レミコン㈱は株式売却により、持分法適

用の子会社から除外しました。東海運㈱は連結子会

社から持分法適用関連会社となっております。白竜

石灰化工㈱他１社は清算結了により、日本ヒューム

㈱他５社は株式売却により、㈱クワザワは当社の影

響力が低下したことにより、持分法適用の関連会社

から除外しました。

(ハ)　（省略） 　 (ハ)　（省略） 　
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